
地域公共交通総合連携計画策定調査の必要性
少子高齢化が進行する中、既存のバス路線を見直すとともに、合併後の各

地区における公共交通ネットワークの再編を図る。また、基幹路線と中山間地
域における支線との連絡をスムーズにすることにより、効率的で、持続可能な
公共交通ネットワークシステムの構築を図る。
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１）調査の内容等
①現況整理
・バス現況の整理(現行サービス水準の整理）
・地域特性の把握(人口特性、生活施設分布、運行経
費等)
②利用状況の把握
・便別、バス停別の乗降客数調査
・調査データーの分析による利用状況の把握
③利用者ヒアリングの実施
・バス利用者ヒアリングによる利用者ニーズの把握
④住民アンケートの実施
・住民アンケートによる潜在ニーズの把握
⑤先進地事例の調査
⑥公共交通連携計画の方針の検討
・課題の整理
・基本方針の検討
⑦実施事業に係る導入可能性検討
・事業案の設定
・事業シュミレーション
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総合連携計画策定調査実施計画の概要

・導入スケジュールの検討
⑧公共交通連携計画の検討
・計画区域の設定
・計画の目標設定
・事業及び事業主体の明確化
・事業期間
⑨計画の周知・ＰＲ
・チラシ配布、インターネットなど

協議会の様子


